
2月1日（木）午後2時から
１．高齢者福祉計画・介護保険事業計画
（案）について
２．次期介護保険料について
３．その他

2月 26日（月）午後2時から
１．高齢者福祉計画・介護保険事業計画
（案）について
２．高齢者福祉計画・介護保険事業計
画進捗状況（2023年上半期）につい
て

３．地域包括支援センター運営状況につ
いて

４．その他
場所：市役所本館3階第2委員会室

2024年１月25日

発　行：日本共産党高槻市会議員団　きよた純子　
連絡先：議員団控室（市役所内）　
　　　　TEL072 - 674 - 7230　FAX072 - 674 - 3202　

No.125２月号２月号

介
護
保
険
　

介
護
保
険
　
2424
年
度
改
定

年
度
改
定
=
厚
生
労
働
省
=

=
厚
生
労
働
省
=

　
　
訪
問
介
護
　
基
本
報
酬
引
き
下
げ

　
　
訪
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介
護
　
基
本
報
酬
引
き
下
げ

　
厚
生
労
働
省
は
１
月
22

日
、
介
護
事
業
所
に
支
払

わ
れ
る
介
護
報
酬
の
４
月

以
降
の
改
定
内
容
を
、
社

会
保
障
審
議
会
の
分
科
会

で
ま
と
め
ま
し
た
。
処
遇

改
善
の
加
算
を
３
種
類
か

ら
１
化
し
上
積
み
す
る
一

方
、
深
刻
な
人
手
不
足
な

ど
で
倒
産
が
過
去
最
多
と

な
っ
た
訪
問
介
護
は
基
本

報
酬
を
引
き
下
げ
ま
す
。

委
員
か
ら
は
、
サ
ー
ビ
ス

が
持
続
で
き
な
く
な
る

と
の
懸
念
が
噴
出
し
ま
し

た
。

現
場
の
声
を
聞
き
︑
国
庫
負
担
の
引
き
上
げ
を

現
場
の
声
を
聞
き
︑
国
庫
負
担
の
引
き
上
げ
を

　
政
府
は
昨
年
末
、
介
護

報
酬
の
改
定
率
を
わ
ず
か

１
・
59
％
の
微
増
に
と
ど

め
る
と
決
定
。
訪
問
介
護

の
基
本
報
酬
に
つ
い
て
は

20
分
未
満
の
身
体
介
護
は

１
回
あ
た
り
40
円
引
き
下

げ
１
６
３
０
円
に
す
る
な

ど
、
生
活
介
助
や
自
動
車

の
乗
降
介
助
を
含
め
、
軒

並
み
引
き
下
げ
ま
す
。
訪

問
介
護
は
ヘ
ル
パ
ー
の
人

手
不
足
・
高
齢
化
が
深
刻

な
う
え
、
物
価
高
騰
が
直

撃
。
昨
年
の
倒
産
件
数
は

過
去
最
多
の
67
件
（
東
京

商
工
リ
サ
ー

チ
調
査
）
に

の
ぼ
っ
て
い

ま
す
。
施
設

サ
ー
ビ
ス
で

は
、
ベ
ッ
ド

や
居
室
内
に

セ
ン
サ
ー
を

設
置
す
る「
見

守
り
機
器
」

な
ど
I
C
T

（
情
報
通
信
技
術
）の
導

入
が
進
む
特
定
施
設
に
対

し
、
介
護
職
員
の
配
置
基

準
を
緩
和
し
ま
す
。
批
判

を
受
け
３
カ
月
以
上
の
試

行
期
間
を
設
け
る
と
し
て

い
ま
す
が
、
こ
れ
で
は
人
手

不
足
の
基
本
的
解
決
に
な

ら
な
い
ば
か
り
か
介
護
の

質
を
脅
か
し
か
ね
ま
せ
ん
。

■４月以降の介護報酬改定の主な内容
〇処遇改善を掲げるも、訪問介護の基本報酬
を軒並み引き下げ
〇訪問介護で同じ建物か隣の施設利用者への
サービスを報酬減
〇ショートステイ（短期入所生活介護）の「長
期利用」を報酬削減
〇 ICT活用が進んでいる特定施設などの職員
配置基準を緩和
〇原則貸与の歩行器やつえに購入との選択制
導入。給付削減狙う
〇一部老健施設などの相部屋代を全額自己負
担化（８月から）など

　

２
０
２
０
年
度
時
点

で
、
日
本
の
社
会
保
障
へ

の
支
出
（
社
会
支
出
）
は

G
D
P
（
国
内
総
生
産
）

の
25
・
36
％
に
と
ど
ま
り
、

ド
イ
ツ
（
28
・
18
％
）、
フ

ラ
ン
ス
（
35
・
62
％
）
な

ど
の
欧
州
諸
国
や
、「
自

己
責
任
の
国
」
と
言
わ
れ

る
ア
メ
リ
カ
（
29
・
67
％
）

よ
り
も
低
い
水
準
で
す

（
国
立
社
会
保
障
・
人
口

問
題
研
究
所
２
０
２
３
年

８
月
公
表
）。
医
療
・
介

護
・
福
祉
で
国
庫
負
担
を

大
幅
に
増
や
し
、
国
民
全

体
が
安
心
で
き
る
体
制
を

つ
く
る
こ
と
が
求
め
ら
れ

ま
す
。

　国の方針を受け、来年度
からの3年間の高槻市での
高齢者福祉や介護保険事業
計画について話し合います。
ぜひ、傍聴にお越しくださ
い。

高
齢
者
福
祉
専
門
分
科
会
の
開
催
予
定
に
つ
い
て

疑惑の真相究明の姿勢示さず
企業・団体献金禁止も触れず
疑惑の真相究明の姿勢示さず疑惑の真相究明の姿勢示さず
企業・団体献金禁止も触れず企業・団体献金禁止も触れず

　

自
民
党
派
閥
の
政
治
資
金
パ
ー

テ
ィ
ー
収
入
の
不
正
が
噴
出
。
パ
ー

テ
ィ
ー
収
入
の
収
支
報
告
書
の
未
記

載
や
議
員
の
パ
ー
テ
ィ
ー
券
販
売
ノ

ル
マ
が
あ
り
、
そ
れ
を
超
え
た
も
の

は
裏
金
に
な
っ
て
い
る
疑
惑
も
明
ら

か
に
な
っ
て
い
ま
す
。
自
民
党
は
23

日
、
政
治
刷
新
本
部
（
本
部
長
・
岸

田
文
雄
首
相
）
の
裏
金
疑
惑
を
受
け

た
政
治
改
革
に
つ
い
て
の
中
間
取
り

ま
と
め
案
を
提
示
し
ま
し
た
が
、
企

業
・
団
体
献
金
の
禁
止
に
つ
い
て
は

ま
っ
た
く
触
れ
ま
せ
ん
で
し
た
。
ま

た
、
派
閥
の
存
続
を
事
実
上
認
め
て

い
ま
す
。

　
「
派
閥
解
消
」
が
議
論
に
上
が
っ
て

い
ま
す
が
、
派
閥
解
消
で
疑
惑
を
解

消
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。
首
相

の
責
任
で
事
実
を
徹
底
的
に
明
ら
か

に
す
べ
き
で
す
。
企
業
・
団
体
に
よ

る
パ
ー
テ
ィ
ー
券
購
入
も
全
面
的
に

禁
止
す
る
べ
き
で
す
。

　
日
本
共
産
党
国
会
議
員
団
は
昨
年
12

月
５
日
、「
企
業
・
団
体
献
金
全
面
禁
止

法
案
」
を
参
院
に
提
出
し
ま
し
た
。
日

本
共
産
党
は
政
党
助
成
金
も
、
企
業
献

金
も
受
け
取
ら
な
い
政
党
で
す
。
国
民

の
た
め
の
政
治
が
さ
れ
る
日
本
を
目
指

し
て
い
ま
す
。

パ
ー
テ
ィ
ー
券
も
規
制

企
業
・
団
体
献
金
全
面
禁
止
法
案

共
産
党
、
参
院
に
提
出
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日
本
共
産
党

日
本
共
産
党
提
案
提
案

経
済
再
生
プ
ラ
ン
に
つ
い
て

経
済
再
生
プ
ラ
ン
に
つ
い
て

「
高
い
学
費
何
と
か
し
て
」

「
高
い
学
費
何
と
か
し
て
」

教
育
ア
ン
ケ
ー
ト
に
切
実
な
声

教
育
ア
ン
ケ
ー
ト
に
切
実
な
声

党
本
部
へ
の
募
金
１
億
円
超
（
１
月

党
本
部
へ
の
募
金
１
億
円
超
（
１
月
2222
日
正
午
段
階
）

日
正
午
段
階
）

全
額
被
災
地
へ　

全
額
被
災
地
へ　

高等教育無償化へ、みなさんの声や実態を高等教育無償化へ、みなさんの声や実態を
集めています集めています 　日本共産党大阪府委員会は、2月 7日に予定している文部科学省交渉で、　日本共産党大阪府委員会は、2月 7日に予定している文部科学省交渉で、

教育アンケート、国会請願署名「高等教育の無償化へ緊急の対応を求めま教育アンケート、国会請願署名「高等教育の無償化へ緊急の対応を求めま
す」の提出を目指して取り組みを進めています。す」の提出を目指して取り組みを進めています。

　
賃
金
の
伸
び
が
物
価
上

昇
に
追
い
つ
か
ず
、
目
減

り
が
続
い
て
い
ま
す
。
１

月
10
日
に
公
表
さ
れ
た

２
０
２
３
年
11
月
の
実
質

賃
金
は
前
年
同
月
比
３
％

減
と
、
20
カ
月
連
続
の
マ

イ
ナ
ス
で
し
た
。
実
質
賃

金
が
１
９
９
６
年
を
ピ
ー

ク
に
低
下
し
、
暮
ら
し
に

困
難
を
も
た
ら
し
た
こ
と

が
「
失
わ
れ
た
30
年
」
と

言
わ
れ
る
、
経
済
の
停
滞

を
生
ん
で
い
ま
す
。
格
差

を
正
し
、
誰
も
が
希
望
を

も
っ
て
暮
ら
せ
る
よ
う
、

　
日
本
の
大
学
授
業
料
は

現
在
、
国
立
大
学
の
学
費

は
年
間
約
55
万
円
、
入
学

金
は
約
29
万
円
で
、
私
立

大
学
の
初
年
度
納
入
金
は

平
均
１
４
０
万
円
近
く
と

高
額
に
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
50
年
間
で
国
立
大
で

50
倍
、
私
立
大
で
は
10
倍

に
な
っ
て
い
ま
す
。
負
担

能
力
を
超
え
た
高
額
な
学

費
と
貸
与
中
心
の
奨
学
金

制
度
の
下
、
学
生
の
３
人

に
１
人
が
平
均
３
０
０
万

円
の
借
金
（
奨
学
金
返
済
）

を
背
負
い
、
総
額
は
10
兆

円
近
く
な
っ
て
い
ま
す
。

　
非
正
規
雇
用
拡
大
な
ど

で
保
護
者
の
収
入
も
減
る

下
で
、
学
生
の
７
割
以
上

が
学
費
を
払
う
た
め
日
常

的
に
ア
ル
バ
イ
ト
を
強
い

ら
れ
て
い
ま
す
。
今
回
の

教
育
ア
ン
ケ
ー
ト
で
は
、

現
在
の
学
費
負
担
の
異
常

な
状
態
へ
の
不
安
。
幅
広

い
年
代
か
ら
「
負
担
軽
減

を
」
の
声
が
寄
せ
ら
れ
て

い
ま
す
。

　

教
育
へ
の
公
的
支
出

は
、
O
E
C
D
（
経
済
協

力
開
発
機
構
）
加
盟
国
の

な
か
で
比
較
可
能
な
37
カ

国
中
36
位
と
最
低
水
準
で

す
。
日
本
の
教
育
施
策
を

大
本
か
ら
転
換
す
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。

高等教育の無償化へ緊急対策
日本共産党

①学費無償化を目指し、ただちに
学費半額（大学・短大・専門学
校）、入学金をなくす
②自宅 4万円、自宅外 8万円 ( 月
額 ) を 75 万人に支給する給付
型奨学金の創設
③貸与奨学金
の返済の半
額免除
を緊急に提案
しています。

政
治
の
役
割
が
い
っ
そ
う

重
要
で
す
。

　

日
本
共
産
党
は
、「
失

わ
れ
た
30
年
」
か
ら
の
脱

却
を
は
か
る
た
め
、
こ
の

危
機
を
打
開
し
、
暮
ら
し

に
希
望
を
も
た
ら
す
方
策

「
経
済
再
生
プ
ラ
ン
」
を

提
案
し
ま
し
た
。
経
済
再

生
プ
ラ
ン
の
概
要
を
紹
介

し
ま
す
。（
左
図
・
２
０
２
３

年
９
月
28
日
発
表
）

１
月
15
日
に
第
１
次
分
と
し
て
６
８
０
０
万
円
を
被
災
地
に
届
け
て
お
り
、

残
り
の
全
額
を
第
２
次
分
と
し
て
被
災
地
に
お
届
け
し
ま
す
。

能登
地震


